
       
平成 16 年 3 月期   決算短信（連結）            平成 16年 5月 25日 
 
会 社 名  株式会社 ダイナム                     本社所在都道府県  東京都 
（ＵＲＬ http://www.dynam.jp） 

代  表  者  代表取締役社長 佐藤公平 
問合せ先責任者 取締役副社長   佐々木哲夫              TEL (03)3802－8033 
決算取締役会開催日 平成 16 年 4 月 27 日 

米国会計基準採用の有無    無 
 

１． 16 年 3 月期の連結業績（平成 15年 4 月 1 日～平成 16 年 3 月 31 日） 
(1)連結経営成績            （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
 売 上 高      営業利益  経常利益  

 
16 年 3 月期 
15 年 3 月期 

百万円   ％

          830,963     29.4

          641,996     17.7

百万円   ％

12,880   △ 25.0

17,164      11.2

百万円   ％

12,483  △ 24.8

16,598     12.6

 
 

当期純利益 
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
1株当たり当期純利益

株主資本 
当期純利益率 

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高
経常利益率

 
16 年 3 月期 
15 年 3 月期 

百万円  ％ 

6,727  △ 20.8 

8,493    14.9 

  円 銭

206 76 

261 03 

円 銭

－ 

－ 

％

15.5 

23.4 

％ 

10.7 

17.1 

％

1.5 

2.6 

(注)①持分法投資損益        16 年 3 月期    － 百万円   15 年 3 月期    － 百万円 
    ②期中平均株式数（連結） 16 年 3 月期 32,452,478 株      15 年 3 月期 32,445,063 株 
    ③会計処理の方法の変更  無 
    ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 

(2)連結財政状態 
 総 資 産      株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本
 

16 年 3 月期 
15 年 3 月期 

百万円 

127,929 

106,213 

百万円

46,455 

40,270 

％ 

36.3 

37.9 

円  銭

1,435    88  

1,239    98 

(注)期末発行済株式数(連結)  16 年 3 月期  32,340,718 株    15 年 3 月期  32,456,718 株 
 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 
営業活動による         
キャッシュ･フロー 

投資活動による         
キャッシュ･フロー

財務活動による         
キャッシュ･フロー 

現金及び現金同等物
期 末 残 高         

 
16 年 3 月期 
15 年 3 月期 

百万円 

14,892 

12,741 

百万円

△ 32,040 

△ 17,592 

百万円 

15,848 

4,543 

百万円

11,018 

12,319 

 
(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
連結子会社数   6 社  持分法適用非連結子会社数   - 社  持分法適用関連会社数  - 社 
 
(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
連結 (新規)   4 社 (除外)  - 社    持分法 (新規)  - 社 (除外)  - 社 
 
２．17 年 3 月期の連結業績予想（平成 16 年 4 月 1 日～平成 17 年 3 月 31 日） 
 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

 
通  期 

百万円

1,170,000 

百万円

17,500 

百万円

9,100 

(参考)1 株当たり予想当期純利益（通期） 280 円 82 銭 

※ 上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な要
因によって予想数値と異なる場合があります。 



 

平成16年 3月期  個別財務諸表の概要            平成16年 5月25日 

 

会 社 名 株式会社 ダイナム                                                     
（ＵＲＬ http://www.dynam.jp）                                                本社所在都道府県 東京都 

代  表  者  代表取締役社長 佐藤 公平 
問合せ先責任者 取締役副社長  佐々木哲夫         ＴＥＬ (03)3802－ 8033 
決算取締役会開催日 平成  16年  4月 27日                    中間配当制度の有無    有 

定時株主総会開催日 平成  16年  6月  28日          単元株制度採用の有無 有（1単元 1,000株） 

 

１． 16年3月期の業績(平成15年4月1日～平成16年3月31日) 

(1)経営成績                         （注）百万円未満切捨 
 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

1 6 年 3 月 期 827,779 29.6 12,401 △ 25.4 12,093 △ 25.3
1 5 年 3 月 期 638,610 17.8 16,631 11.1 16,182 12.6

 

 
当期純利益 

1株当たり 

当期純利益 
潜在株式調整後
1株当たり当期純利益

株 主 資 本 
当期純利益率 

総 資 本 
経 常 利 益 率 

売 上 高
経 常 利 益 率

 百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％
1 6 年 3 月 期 6,609  △ 20.4 203 11  － 15.3 10.6 1.5

1 5 年 3 月 期 8,299  14.4 255 05  － 22.8 16.7 2.5
(注)①期中平均株式数 16年3月期 32,452,478株    15年3月期 32,445,063株 
   ②会計処理の方法の変更  無 
    ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

 

(2)配当状況 

1株当たり年間配当金  

 中 間 期 末 

配当金総額 

(年 間) 
配当性向 

株主資本

配 当 率    

  円 銭   円 銭 円 銭 百万円   ％     ％
1 6 年 3 月 期 12 50 － 12 50 404 6.2 0.9

1 5 年 3 月 期 12 50 － 12 50 405 4.9 1.0

  

(3)財政状態 

 総 資 産      株 主 資 本      株主資本比率 １株当たり株主資本

 

1 6 年 3 月 期 
百万円 

122,706 

百万円

46,323

％ 

37.8

   円  銭

1,431 81
1 5 年 3 月 期 105,761 40,257 38.1 1,239 58 

(注)①期末発行済株式数   16年3月期 32,340,718株 15年3月期 32,456,718株 

  ②期末自己株式数  16年3月期   216,000株                15年3月期   100,000株 

 
２．17年3月期の業績予想(平成16年4月1日～平成17年3月31日) 

１株当たり年間配当金  
売 上 高     経常利益 当期純利益 

中間 期末  

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭
通 期 

1,160,000 17,000 9,000   －  － －

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)   277円 73銭 

 
※ 上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後

様々な要因によって予想数値と大幅に異なる場合があります。 
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個別財務諸表等 
（1）貸借対照表 

（単位：千円） 

前事業年度 当事業年度 増減 

(平成15年3月31日) (平成16年3月31日) (△印減) 

 
期   別 

 
科   目 金額 構成比 金額 構成比 金額 

（資産の部）  ％  ％  

Ⅰ 流動資産  17,735,879 16.8 16,717,958 13.6 △1,017,921

 現 金 及 び 預 金 ※1 12,655,268 10,779,320  △1,875,948

 売 掛 金  208,478 267,792  59,313

 景 品  1,870,218 2,417,917  547,699

 プ リ ペ イ ド カ ー ド  1,152,687 829,208  △323,479

 貯 蔵 品  68,910 157,007  88,096

 前 渡 金  － 52,700  52,700

 前 払 費 用  616,500 763,929  147,428

 繰 延 税 金 資 産  893,516 866,390  △27,125

 そ の 他  270,560 583,991  313,430

 貸 倒 引 当 金  △261 △299  △37

Ⅱ 固定資産  88,024,183 83.2 105,988,253 86.4 17,964,070

1 有形固定資産  71,737,256 67.8 85,670,802 69.8 13,933,545

 建 物 ※1 27,590,697 33,792,220  6,201,522

 構 築 物  8,574,901 10,267,857  1,692,956

 車 両 運 搬 具  214 214  －

 工 具 、 器 具 及 び 備 品  8,786,177 14,279,853  5,493,676

 土 地 ※1 25,408,505 25,049,339  △359,165

 建 設 仮 勘 定  1,376,760 2,281,316  904,556

2 無形固定資産  4,178,896 4.0 4,837,328 4.0 658,432

 借 地 権  3,019,384 3,725,725  706,341

 ソ フ ト ウ ェ ア  1,076,584 1,006,137  △70,446

 そ の 他  82,928 105,465  22,537

3 投資その他の資産  12,108,030 11.4 15,480,122 12.6 3,372,092

 投 資 有 価 証 券 ※1 682,770 777,694  94,923

 関 係 会 社 株 式  940,000 3,090,000  2,150,000

 出 資 金  313,460 251,981  △61,478

 長 期 貸 付 金  61,770 276,320  214,550

 関 係 会 社 長 期 貸 付 金  129,375 －  △129,375

 建 設 協 力 長 期 貸 付 金 ※1 702,770 666,632  △36,138

 長 期 前 払 費 用  2,385,845 2,883,112  497,266

 繰 延 税 金 資 産  617,615 460,063  △157,552

 賃 貸 固 定 資 産 ※1 925,383 1,015,640  90,256

 差 入 保 証 金 ※1 5,256,825 5,839,383  582,557

 そ の 他  177,736 326,246  148,510

 貸 倒 引 当 金  △  85,523 △106,953  △21,429

Ⅲ 繰延資産  1,705 0.0 － － △1,705

 社 債 発 行 差 金  1,705 －  △1,705

資産合計 105,761,768 100.0 122,706,212 100.0 16,944,443
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（単位：千円） 

前事業年度 当事業年度 増減 

(平成15年3月31日) (平成16年3月31日) (△印減) 

 
期  別 

 
科   目 

金額 構成比 金額 構成比 金額 

（負債の部）  ％  ％  

Ⅰ 流動負債  32,289,173 30.5 30,731,220 25.0 △1,557,953

 買 掛 金  1,170,130 1,285,399  115,269

 コマーシャルペーパー  － 4,000,000  4,000,000

 短 期 借 入 金 ※1 1,800,000 2,200,000  400,000

 １年以内返済予定の長期借入金 ※1 10,439,472 13,038,822  2,599,350

 １年以内償還予定の社債  3,000,000 －  △3,000,000

 未 払 金   7,356,378 4,172,755  △3,183,622

 未 払 費 用  2,271,492 2,767,606  496,114

 未 払 法 人 税 等  4,638,000 1,393,000  △3,245,000

 未 払 消 費 税 等  253,586 329,111  75,524

 預 り 金  145,869 319,094  173,225

 前 受 収 益  31,052 14,840  △31,052

 預 か り 商 品  1,151,706 1,178,661  26,954

 そ の 他  31,486 31,930  15,283

Ⅱ 固定負債  33,215,509 31.4 45,651,298 37.2 12,435,788

 社 債  3,600,000 8,600,000  5,000,000

 長 期 借 入 金 ※1 28,237,295 35,664,973  7,427,678

 退 職 給 付 引 当 金  1,102,712 691,339  △411,373

 役 員 退 職 慰 労 引 当 金  194,502 216,897  22,395

 そ の 他  81,000 478,088  115,500

負債合計 65,504,683 61.9 76,382,518 62.2 10,877,835

（資本の部）      

Ⅰ 資本金 ※2 5,000,000 4.7 5,000,000 4.1 －

Ⅱ 利益剰余金  35,351,317 33.4 41,530,412 33.9 6,179,094

 １．利益準備金  94,200 137,400  43,200

 ２．任意積立金  26,450,000 34,000,000  7,550,000

 ３．当期未処分利益  8,807,117 7,393,012  △1,414,105

Ⅲ その他有価証券評価差額金  5,467 0.0 60,904 0.0 55,437

Ⅳ 自己株式 ※3 △99,700 △0.1 △267,624 △0.2 △167,924

資本合計 40,257,084 38.1 46,323,693 37.8 6,066,608

負債・資本合計 105,761,768 100.0 122,706,212 100.0 16,944,443
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（2）損益計算書 
（単位：千円） 

前事業年度 当事業年度 増減 

自 平成14年4月 1日
至 平成15年3月31日

自 平成15年4月 1日 
至 平成16年3月31日 

(△印減) 

 
期  別 

 
 
科   目 金額 百分比 金額 百分比 金額 増減率

  ％  ％  ％

Ⅰ 営業収益 ※1 638,610,719 100.0 827,779,235 100.0 189,168,516 29.6

Ⅱ 営業原価  612,314,632 95.9 805,127,548 97.3 192,812,916 31.5

 営業総利益  26,296,086 4.1 22,651,686 2.7 △3,644,400 △13.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費  9,664,921 1.5 10,249,949 1.2 585,028 0.1

 営業利益  16,631,164 2.6 12,401,737 1.5 △4,229,427 △25.4

Ⅳ 営業外収益  698,609 0.1 1,034,952 0.1 336,342 48.1

 受取利息   46,154 26,045  △20,108

 受取配当金  3,700 14,712  11,011

 不動産等賃貸収益 ※2 209,320 360,601  151,280

 受取事務手数料  112,434 －  △112,434

 中古遊技台斡旋手数料  85,283 220,145  134,861

 リサイクルカード受入益  80,492 165,304  84,811

 その他  161,223 248,144  86,920

Ⅴ 営業外費用  1,147,465 0.2 1,343,655 0.2 196,189 17.1

 支払利息  804,275 795,361  △8,914

 社債利息  109,928 128,971  19,043

 不動産等賃貸費用  85,026 92,850  7,824

 ｼﾝｼﾞｹｰﾄﾛｰﾝ等手数料  － 194,382  194,382

 その他  148,235 132,089  △16,146

 経常利益  16,182,308 2.5 12,093,033 1.5 △4,089,275 △25.3

Ⅵ 特別利益  35,173 0.0 118,197 0.0 83,023 336.0

 固定資産売却益 ※3 1,628 1,581  △47

 保険金収入  20,610 －  △20,610

 退職一時金制度終了益  － 116,616  116,616

 その他  12,933 －  △12,933

Ⅶ 特別損失  151,895 0.0 187,036 0.0 35,141 23.1

 固定資産売却損 ※4 1,002 －  △1,002

 固定資産除却損 ※5 71,316 125,710  54,393

 投資有価証券評価損  49,093 －  △49,093

 過年度特許使用料  28,387 －  △28,387

 貸倒引当金繰入額  － 21,285  21,285

 出資金持分損失  － 21,550  21,550

 その他  2,095 18,490  16,394

 税引前当期純利益  16,065,587 2.5 12,024,194 1.5 △4,041,393 △25.2

 法人税、住民税及び事業税  8,102,650 1.3 5,267,171 0.7 △2,835,479

 法人税等調整額  △336,678 △0.1 147,719 0.0 484,397

 当期純利益  8,299,615 1.3 6,609,303 0.8 △1,690,311 △20.4

 前期繰越利益  507,502 783,708  276,206

 当期未処分利益  8,807,117 7,393,012  △1,414,105
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（3）利益処分案 
                                                                            （単位：千円） 

前事業年度 当事業年度   増減 
期  別 

 
 
科   目 

金額 金額   金額 

Ⅰ 当期未処分利益 8,807,117 7,393,012 1,414,105 

Ⅱ 利益処分額    

 利益準備金 43,200 42,300 △900 

 配当金 405,708 404,258 △1,450 

  (1株につき12円50銭) (1株につき12円50銭)  

 役員賞与金 24,500 18,000 △6,500 

 (うち、監査役賞与金) (2,500) (1,500) △1,000 

 任意積立金    

 別途積立金 7,550,000 6,000,000 △1,550,000 

Ⅲ 次期繰越利益 783,708 928,453 114,745 
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重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

(自 平成14年 4月 1日 
  至 平成15年 3月31日) 

当事業年度 
(自 平成15年 4月 1日 
  至 平成16年 3月31日) 

 
１. 有価証券の評価基準及び 
評価方法 
 

 
(1) 満期保有目的の債券 
償却原価法（定額法）を採用し 
ております。 

 
(1) 満期保有目的の債券 

同左 

  
(2) 子会社株式 
移動平均法による原価法を採用 
しております。 

 
(2) 子会社株式 

同左 

  
(3) その他有価証券 
時価のあるもの 
期末日の市場価格等に基づく
時価法（評価差額は全部資本
直入法により処理し、売却原
価は移動平均法により算定）
を採用しております。 
時価のないもの 
移動平均法による原価法を採
用しております。 
 

 
(3) その他有価証券 
時価のあるもの 

同左 
 
 
 

 
時価のないもの 

同左 

 
２．デリバティブの評価基準及び 
  評価方法 

 
デリバティブ 
時価法を採用しております。 
 

 
デリバティブ 

同左 
 

 
３．たな卸資産の評価基準及び 
評価方法 
 
 
 
 

 
(1)  景品・プリペイドカード 
総平均法による原価法を採用し
ております。 
 

(2)  貯蔵品 
最終仕入原価法を採用しており
ます。 
 

 
(1) 景品・プリペイドカード 

    同左 
 
 

(2) 貯蔵品 
    同左 

 
 

 
４. 固定資産の減価償却の方法 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
(1) 有形固定資産 
定率法を採用しております。 
ただし、平成10年 4月 1日以降に
取得した建物（建物附属設備を除
く）については、定額法を採用し
ております。 
なお、主な耐用年数は以下のと
おりであります。 
  建 物 15～22年 
構 築 物 10～20年 
 

 
(1) 有形固定資産 

   同左 

 
 
 

(2)  無形固定資産 
定額法を採用しております。 
なお、自社利用のソフトウェア
については、社内における利用可
能期間（５年）に基づいておりま
す。 

(2) 無形固定資産 
    同左 

 

  
(3)  長期前払費用 
均等償却をしております。 

 

 
(3) 長期前払費用 

    同左 

 
５．繰延資産の処理方法 
 

 
(1)  社債発行費 
支出時に全額費用として処理し
ております。 

 
(1) 社債発行費 

同左 

  
(2) 社債発行差金 
社債の償還期間にわたり均等償
却しております。 
 

 
(2) 社債発行差金 

同左 
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項目 
前事業年度 

(自 平成14年 4月 1日 
  至 平成15年 3月31日) 

当事業年度 
(自 平成15年 4月 1日 
  至 平成16年 3月31日) 

 
６．引当金の計上基準 

 
(1)  貸倒引当金 
売上債権、貸付金等の貸倒損失
に備えるため、一般債権について
は貸倒実績率により、貸倒懸念債
権等特定の債権については個別に
回収可能性を勘案し、回収不能見
込額を計上しております。 

 
(1) 貸倒引当金  

    同左 
 

  
(2)  退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため
当事業年度末における退職給付債
務の見込額に基づき計上しており
ます。なお、数理計算上の差異
は、発生の翌事業年度に全額費用
処理しております。 

 
(2) 退職給付引当金 
        同左 

  （追加情報） 
当社は、平成15年11月30日をもっ
て従来の退職一時金制度の一部を確
定拠出年金制度へ移行し、退職給付
制度間の移行等に関する会計処理
(企業会計基準適用指針第1号)を適
用しております。 
これに伴い退職給付引当金
565,731千円を取り崩すとともに、
平成15年11月30日現在における退職
一時金制度終了益116,616千円を特
別利益に計上しております。 

  
(3)  役員退職慰労引当金 
役員の退職慰労金の支出に備え
るため、当社内規に基づく期末要
支給見積額を計上しております。 
 

 
(3) 役員退職慰労引当金 

 同左 

 
７．リース取引の処理方法 

 
リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引については、通
常の賃貸借取引に係る方法に準じた
会計処理によっております。 
 

 
同左 

 
８．ヘッジ会計の方法 
 
 
 
 
 

 
(1)  ヘッジ会計の方法 
繰延ヘッジ処理を採用しており
ます。ただし、金利スワップにつ
いては特例処理の要件を満たして
いるものは特例処理を採用してお
ります。 

 
(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

  
(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 
長期借入金の変動支払利息を
ヘッジ対象とし、金利スワップを
ヘッジ手段としております。 

 
(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  
(3) ヘッジ方針 
財務上のリスク管理対策の一環
として、借入金の金利変動リスク
を軽減することを目的として、デ
リバティブ取引によるヘッジを
行っております。 

 
(3) ヘッジ方針 

同左 

  
(4) ヘッジ有効性評価の方法 
ヘッジ開始時から有効性判定時
点までの期間において、借入金金
利の変動の累計と金利スワップ取
引の金利の変動の累計を比較し、
ヘッジ有効性の評価を行っており
ます。 
なお、特例処理によっている金
利スワップについては、ヘッジ有
効性の評価を省略しております。 
 

 
(4) ヘッジ有効性評価の方法 

同左 
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項目 
前事業年度 

(自 平成14年 4月 1日 
  至 平成15年 3月31日) 

当事業年度 
(自 平成15年 4月 1日 
  至 平成16年 3月31日) 

 
９．その他財務諸表作成のための 
重要な事項 
 

 
(1)  消費税等の処理方法 
消費税等の会計処理は、税抜方
式によっており、控除対象外消費
税等は、当事業年度の費用として
処理しております。 

 
(1) 消費税等の処理方法 

同左 

  
(2) 預り商品の会計処理方法 
貯玉（顧客が遊技した結果、手
許に残った玉等を当日景品と交換
せず、「会員カード」にその玉等
の数量を登録し、後日これを引き
出して景品と交換するか再プレー
に使用するもの。）は、景品の未
渡し又は一時預りとして認識し、
景品原価率に基づき債務として預
り商品に計上しております。 

 

  
(3) 自己株式及び法定準備金の取崩
等に関する会計基準 
｢自己株式及び法定準備金の取崩
等に関する会計基準｣（企業会計基
準第1号）が平成14年4月1日以後に
適用されることになったことに伴
い、当事業年度から同会計基準に
よっております。これによる当事
業年度の損益に与える影響はあり
ません。 
なお、財務諸表等規則の改正に
より、当事業年度における貸借対
照表の資本の部については、改正
後の財務諸表等規則により作成し
ております。 

 
 

  
(4) 1株当たり情報 
｢1株当たり当期純利益に関する
会計基準｣（企業会計基準第2号）
及び｢1株当たり当期純利益に関す
る会計基準の適用指針｣（企業会計
基準適用指針第4号）が平成14年4
月1日以後開始する事業年度に係る
財務諸表から適用されることに
なったことに伴い、当事業年度か
ら同会計基準及び適用指針によっ
ております。 
なお、これによる影響について
は、｢1株当たり情報に関する注記｣
に記載しております。 
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表示方法の変更 

前事業年度 

(自 平成14年 4月 1日 

  至 平成15年 3月31日) 

当事業年度 

(自 平成15年 4月 1日 

  至 平成16年 3月31日) 

 
（損益計算書） 
 
前事業年度まで営業外収益の「その他」に含めて表示
しておりました「中古遊技台斡旋手数料」は、営業外収
益の総額の100分の10を超えたため区分掲記しておりま
す。 
なお、前事業年度における「中古遊技台斡旋手数料」
の金額は3,950千円であります。 
 

 
（損益計算書） 
 
前事業年度まで区分掲記しておりました営業外収益
の「受取事務手数料」は、営業外収益の総額の100分
の10以下となったため、営業外収益「その他」に含め
て表示しております。 
なお、当事業年度における「受取事務手数料」の金
額は15,068千円であります。 
 

 
前事業年度まで営業外収益の「その他」に含めて表示
しておりました「リサイクルカード受入益」は、営業外
収益の総額の100分の10を超えたため区分掲記しておりま
す。 
なお、前事業年度における「リサイクルカード受入
益」の金額は46,767千円であります。 
 

 
前事業年度まで営業外費用「その他」に含めて表示
しておりました「シンジケートローン等手数料」は、
営業外費用の総額の100分の10を超えたため区分掲記
しております。 
なお、前事業年度における「シンジケートローン等
手数料」の金額は90,276千円であります。 
 

  
前事業年度まで特別損失の「その他」に含めて表示
しておりました「貸倒引当金繰入額」は、特別損失の
総額の100分の10を超えたため区分掲記しておりま
す。 
なお、前事業年度における「貸倒引当金繰入額」の
金額は2,095千円であります。 
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注 記 事 項          

（貸 借 対 照 表 関 係         ）  

前事業年度 
（平成15年 3月31日） 

当事業年度 
（平成16年 3月31日） 

 
※１. 
 
 
(1) 

 
担保に供している資産並びにこれに対応す
る債務は次のとおりであります。 
 
担保に供している資産 

 
※１.
 
 
(1)

 
担保に供している資産並びにこれに対応す
る債務は次のとおりであります。 
 
担保に供している資産 

 千円  千円 

 現 金 及 び 預 金 49,100  現 金 及 び 預 金 49,116
 建 物 10,307,231  建 物 9,094,126
 土 地 18,985,299  土 地 18,776,329
 投 資 有 価 証 券 27,555  投 資 有 価 証 券 16,230
 賃 貸 固 定 資 産 335,427  賃 貸 固 定 資 産 323,909

差 入 保 証 金 949,848 差 入 保 証 金 823,443 
 計   30,654,461

 
建設協力長期貸付金 1,090,541

  

 

  計   30,173,695

 

    

 (2) 同上に対応する債務 (2) 同上に対応する債務 

 千円  千円 

 短 期 借 入 金  1,260,000  短 期 借 入 金  417,709 
 長 期 借 入 金  31,820,990  長 期 借 入 金  30,021,535 
 (１年以内返済予定額を含む)   (１年以内返済予定額を含む)  
  計   33,080,990   計   30,439,244 
   

※２． 会社が発行する株式  ※２. 会社が発行する株式  
 普 通 株 式 

150,000,000 株
  普 通 株 式 

150,000,000 株
 

        
 発行済株式総数   発行済株式総数  
 普 通 株 式 

32,556,718 株
  普 通 株 式 

32,556,718 株
 

 
 
※３. 

 
 
自己株式 
当社が保有する自己株式の数は、普通株
式100,000株であります。 

 
 
※３.

 
 
自己株式 
 当社が保有する自己株式の数は、普通株式
216,000株であります。 

４. 
 

配当制限 
 平成14年改正前商法第290条第1項第6号に
規定する資産に時価を付したことにより増
加した純資産額は5,467千円であります。 

４.
 
配当制限 
 商法施行規則第124条第3号に規定する資
産に時価を付したことにより増加した純資
産額は60,759千円であります。 

５. 
 
当社は、運転資金の効率的な調達を行うた
め取引銀行7行と当座貸越契約及び貸出コ
ミットメント契約を締結しております。 
これら契約に基づく当事業年度末における
借入未実行残高等は次のとおりであります。 

５. 当社は、運転資金の効率的な調達を行うた
め取引銀行20行と当座貸越契約及び貸出コ
ミットメント契約を締結しております。 
当事業年度末における当座貸越契約及び貸
出コミットメントに係る借入未実行残高等は
次のとおりであります。 

 千円  千円 

 当座貸越極度額及び貸出 
コミットメントの総額 18,100,000

 

 
 

当座貸越極度額及び貸出 
コミットメントの総額 29,500,000

 
 借 入 実 行 残 高  13,100,000   借 入 実 行 残 高  20,100,000  

差 引 額 5,000,000  差 引 額 9,400,000   
  

 
  

 
 



 11

 

（損 益 計 算 書 関 係         ）  

前事業年度 
（自 平成14年 4月 1日 
至 平成15年 3月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年 4月 1日 
至 平成16年 3月31日） 

  

※１.  販売費及び一般管理費のうち販売費に属する
費用のおおよその割合は5.1%であり、一般管理
費に属する費用のおおよその割合は94.9%であ
ります。 
なお、主要な費目及び金額は次のとおりであ
ります。 

※１.  販売費及び一般管理費のうち販売費に属す
る費用のおおよその割合は1.3%であり、一般
管理費に属する費用のおおよその割合は98.7%
であります。 
なお、主要な費目及び金額は次のとおりで
あります。 

千円 千円

役 員 報 酬 128,550 役 員 報 酬 128,900
給 料 手 当 2,189,204 給 料 手 当 2,491,535
賞 与 822,300 賞 与 794,271
退 職 給 付 費 用 57,431 退 職 給 付 費 用 100,399
役員退職慰労引当金繰入額 27,237 役員退職慰労引当金繰入額 22,395
福 利 厚 生 費 1,655,757 福 利 厚 生 費 1,909,997
広 告 宣 伝 費 490,657 租 税 公 課 598,895
租 税 公 課 566,042 減 価 償 却 費 607,752
減 価 償 却 費 554,326 支 払 手 数 料 563,542
支 払 手 数 料 513,043 貸倒引当金繰入額 182
  

  

※２． 関係会社との取引に係るものが次のとおり含
まれております。 

 
不動産賃貸収益           115,011千円

※２． 関係会社との取引に係るものが次のとおり
含まれております。 

 
不動産賃貸収益         233,734千円

※３． 固定資産売却益の内訳は次のとおりであり
ます。 

 千円

※３． 固定資産売却益の内訳は次のとおりであり
ます。 

千円
 建 物 1,142   建 物 119  
 土 地 486   工具、器具及び備品 97  

 計 1,628   土 地 679  

     賃 貸 固 定 資 産 685  
     計 1,581  

       
※４． 固定資産売却損の内訳は次のとおりであり
ます。 
 
建 物         1,002千円

※４．  
 
           

 
※５． 固定資産除却損の内訳は次のとおりでありま
す。 

 
※５． 固定資産除却損の内訳は次のとおりであり
ます。 

千円 千円

 建 物 37,336  建 物 77,774 
 構 築 物 5,895  構 築 物 30,849 
 工具、器具及び備品 16,995  工具、器具及び備品 14,298 
 撤 去 費 用 11,089  借 地 権 622 
 計 71,316  撤 去 費 用 2,165 
     計 125,710  
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（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成14年 4月 1日 
至 平成15年 3月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年 4月 1日 
至 平成16年 3月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

取 得 価 額
相 当 額

減価償却累 
計額相当額 

期 末 残 高
相 当 額

 
 

（千円） （千円） （千円）  

車 両 運 搬 具 209,278 84,820 124,457  

工具、器具及び備品 37,603,021 17,591,509 20,011,511  

合 計 37,812,299 17,676,329 20,135,969  
 

取 得 価 額
相 当 額

減価償却累 
計額相当額 

期 末 残 高
相 当 額

 

 

（千円） （千円） （千円）  

車 両 運 搬 具 243,885 103,261 140,624  

工具、器具及び備品 41,876,923 20,463,230 21,413,692  

合 計 42,120,809 20,566,492 21,554,316  
 

  

(2) 未経過リース料期末残高相当額 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

１ 年 内 12,997,822 千円 １ 年 内 13,288,319千円

１ 年 超 7,486,883 千円 １ 年 超 8,634,682千円

合 計 20,484,705 千円 合 計 21,923,001千円

  

(3) 支払リース料、減価償却費相当額 

及び支払利息相当額 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額 

及び支払利息相当額 

支 払 リ ー ス 料 16,340,825 千円 支 払 リ ー ス 料 21,691,420千円

減価償却費相当額 15,650,174 千円 減価償却費相当額 20,848,302千円

支 払 利 息 相 当 額 748,246 千円 支 払 利 息 相 当 額 845,701千円

 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 

(5) 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

 

 

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 

１ 年 内 59,781 千円 １ 年 内 59,852 千円

１ 年 超 86,867 千円 １ 年 超 40,755 千円

 合          計 

 

146,649 千円  合          計 100,607 千円

 

 

 

（有価証券関係） 

前事業年度(自平成14年4月1日 至平成15年3月31日)及び当事業年度(自平成15年4月1日 至平成16年3月31日)にお

ける子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
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（税効果会計関係） 

1.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

（単位：千円） 

 前事業年度 

（平成15年3月31日） 

当事業年度 

（平成16年3月31日） 

 繰延税金資産（流動） 

未払事業税及び事業所税 

賞与引当金損金算入限度超過額 

   

367,393 

526,122 

    

130,771 

735,619 

 

計  893,516   866,390  

繰延税金資産（固定） 

退職給付引当金損金算入限度超過額 

役員退職慰労引当金 

リースバック支払利息否認 

投資有価証券評価損 

貸倒引当金損金算入限度超過額 

その他 

  

392,158 

77,801 

49,274 

66,469 

34,156 

1,400 

   

248,577 

86,759 

50,843 

66,469 

42,901 

5,115 

 

計  621,260   500,666  

繰延税金負債（固定）   

その他有価証券評価差額金 

  

△3,644 

   

△40,603 

 

繰延税金資産（固定）の純額 617,615  460,063 

       

                                                                                                                 

2.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳 

（単位：％） 

 前事業年度 

（平成15年3月31日） 

当事業年度 

（平成16年3月31日） 

 

法定実効税率 

(調整) 

住民税均等割 

留保金課税 

IT投資の法人税特別控除 

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 

その他 

  

42.0 

0.5 

4.9 

－

0.2 

0.7 

  

42.0 

0.9 

4.8 

△1.4 

－

△1.3 

 

税効果会計適用後の法人税等の負担率  48.3  45.0 

       

 

3.法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

前事業年度(平成15年3月31日) 

地方税法等の一部を改正する法律（平成15年法律第9号）が平成15年3月31日に公布されたことに伴い、当事業

年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、平成16年4月1日以降解消が見込まれるものに限る。）に

使用した法定実効税率は、前事業年度の42.0%から40.0%に変更されております。その結果、繰延税金資産の金額

（繰延税金負債の金額を控除した金額）が30,880千円減少し、当事業年度に計上された法人税等調整額が31,063

千円、その他有価証券評価差額金が182千円、それぞれ増加しております。 
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（１ 株 当 た り 情 報         ）    

前事業年度 
（自 平成14年 4月 1日 
至 平成15年 3月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年 4月 1日 
至 平成16年 3月31日） 

１株当たり純資産額  1,239 円 58 銭 １株当たり純資産額  1,431 円 81 銭 

１株当たり当期純利益金額 255 円 05 銭 １株当たり当期純利益金額 203 円 11 銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。 

 

当事業年度から｢1株当たり当期純利益に関する会

計基準｣（企業会計基準第2号）及び｢1株当たり当期

純利益に関する会計基準の適用指針｣（企業会計基

準適用指針第4号）を適用しております。 

 なお、同会計基準及び適用指針を前事業年度に適

用して算定した場合の1株当たり情報については、以

下のとおりとなります。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。 

 

  

１株当たり純資産額  997 円 08 銭   

１株当たり当期純利益金額 222 円 00 銭   

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。 

 

 

（注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

 

 

前事業年度 

(自 平成14年 4月 1日 
至 平成15年 3月31日) 

当事業年度 

(自 平成15年 4月 1日 
至 平成16年 3月31日) 

当期純利益（千円） 8,299,615 6,609,303 

普通株主に帰属しない金額（千円） 24,500 18,000 

（うち利益処分による役員賞与金（千円）） (24,500) (18,000) 

普通株主に係る当期純利益（千円） 8,275,115 6,591,303 

期中平均株式数（株） 32,445,063 32,452,478 
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